
 

 

 

 

 

第１ 県財政と県税収入の状況 
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１　平成 29 年度一般会計決算額の構成

2　一般会計歳入決算額と県税収入額の推移

教育費
102,211

（20.2％）県　税
139,202

（26.7％）

地方交付税
130,306

（25.0％）

歳入決算額

521,988
（100.0％）

歳出決算額

506,004
（100.0％）県　債

66,043
（12.7％）

国庫支出金

地方消費税清算金
繰越金 16,151(3.1％)
使用料及び手数料 9,726(1.9％)
繰入金 3,899(0.7％)
分担金及び負担金 1,707(0.3％)
その他 1,346(0.3％)
地方譲与税等 18,952(3.6％)

諸収入
42,776

（8.2％）

公債費
90,282

（17.8％）

土木費
63,307

（12.5％）

諸支出金
53,605

（10.6％）

民生費
49,482

（9.8％）

衛生費
31,583

（6.2％）

商工費
25,315

        （5.0％）

警察費
24,040

     （4.8％）

総務費
22,821

（4.5％）

農林水産業費
39,162

（7.7％）

（単位：百万円）

その他収入

県　　　税

災害復旧費 1,391(0.3％)

労働費・議会費 2,878(0.6％)

億円
7000

5,862

1,153

19.7％ 20.1％ 20.9％ 22.0％ 25.6％ 26.1％ 26.7％ 25.2％19.7％ 20.1％ 20.9％ 22.0％ 25.6％ 26.1％ 26.7％ 25.2％

1,147 1,174 1,233
1,398 1,398 1,392 1,382

5,715 5,632 5,616
5,453 5,357 5,220
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（当初予算）

歳入決算

年　度

52,309
（10.0％）

39,571
（7.6％）

51.3
％

48.7
％
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３  一般会計歳入歳出決算額の推移

（１）  歳      入

（２）  歳      出

合 計

（注）表中の数値は、それぞれ原数値を四捨五入しているため、計数が一致しない場合がある。

平成28年度 平成29年度

決　　　　算　　　　額

平成29年度平成28年度

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

平成27年度

　　　　　　　　　　　　　年度

区分

決　　　　算　　　　額

地 方 交 付 税

財 産 収 入

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

諸 収 入

寄 附 金

地 方 特 例 交 付 金

繰 越 金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

繰 入 金

合　　　　計

県 債

平成24年度 平成25年度 平成26年度

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

議 会 費

総 務 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

民 生 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

　　　　　　　　　　　　　年度

区分
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（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

平成24年度

構　　　　成　　　　比

構　　　　成　　　　比

平成29年度

平成29年度

平成24年度 平成25年度 平成28年度平成27年度

平成28年度平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成26年度



－ 4－

４  県税決算額と基準財政収入額との比較

平 成 年 度 平 成

県民税

法人

個人

利子割

配当割

株式等譲渡所得割

事業税

法人

個人

地方消費税

譲渡割

貨物割

不動産取得税

県たばこ税

ゴルフ場利用税

自動車税

鉱区税

県固定資産税

自動車取得税

軽油引取税

合 計

（注２）基準財政収入額について、法人事業税及び不動産取得税は半島振興法等に基づく控除額を控除した後の額。

（注３）標準税収入額について
　　・個人県民税は、平成19年度以降、当分の間、所得税からの税源移譲に伴う影響額を基準財政収入額に100％算入
　　　することとされているため、これを補正した後の額。
　　・地方消費税は、引上げ分を基準財政収入額に100％算入することとされているため、これを補正した後の額。

（注４）狩猟税及び旧法による税は、基準財政収入額の算定に含まれないため本表から除いている。

（注１）県税決算額について
　　・法人県民税及び個人県民税は、超過課税分を除いた額（推計額）。
　　・県民税利子割及び地方消費税は、清算後の額から市町村交付金を差し引いた額。
　　・県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、ゴルフ場利用税及び自動車取得税は市町村交付金を差し引いた額。

▲ 580,932

収入額

標準税

収入額

▲ 477,216

基準財政

収入額

標準税

収入額

県税決算額 差引増減 比率

(A)×100/75

基準財政

(A)×100/75

▲ 101

▲ 39,054

▲ 2,399,655

▲ 2,438,709

▲ 199,113

　　　　　　　　年度

税目
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　　　　　　（単位：千円・％）

年 度 平 成 年 度

（注２）基準財政収入額について、法人事業税及び不動産取得税は半島振興法等に基づく控除額を控除した後の額。

（注３）標準税収入額について
　　・個人県民税は、平成19年度以降、当分の間、所得税からの税源移譲に伴う影響額を基準財政収入額に100％算入
　　　することとされているため、これを補正した後の額。
　　・地方消費税は、引上げ分を基準財政収入額に100％算入することとされているため、これを補正した後の額。

（注４）狩猟税及び旧法による税は、基準財政収入額の算定に含まれないため本表から除いている。

（注１）県税決算額について
　　・法人県民税及び個人県民税は、超過課税分を除いた額（推計額）。
　　・県民税利子割及び地方消費税は、清算後の額から市町村交付金を差し引いた額。
　　・県民税配当割、県民税株式等譲渡所得割、ゴルフ場利用税及び自動車取得税は市町村交付金を差し引いた額。

▲ 747,554

▲ 106

▲ 66,714

▲ 1,275

▲ 2,475,810

▲ 61,810

▲ 2,537,620

▲ 113,114

▲ 422,336

(A)×100/75

▲ 112,072

基準財政 標準税 県税決算額 差引増減 比率

収入額 収入額

県税決算額 差引増減 比率

▲ 1,119,013

▲ 104

▲ 1,550

▲ 5,115

▲ 572,930

▲ 75,340

▲ 1,669,021

▲ 1,744,361

▲ 356,785

▲ 557,926

▲ 592,910

▲ 384,529
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